
令和元年法律第六十四号
地域人口の急減に対処するための特定地域づくり
事業の推進に関する法律

目次
第一章　総則（第一条・第二条）
第二章　特定地域づくり事業協同組合
第一節　認定（第三条―第九条）
第二節　特定地域づくり事業（第十条）
第三節　監督（第十一条―第十四条）
第四節　国及び地方公共団体の援助等（第十五条・第十六条）
第五節　補則（第十七条―第二十条）
第三章　雑則（第二十一条―第二十四条）
第四章　罰則（第二十五条―第二十八条）
附則

第一章　総則

（目的）
第一条　この法律は、地域人口の急減に直面している地域において、地域社会及び
地域経済の重要な担い手である地域づくり人材が安心して活躍できる環境の整備
を図ることが喫緊の課題であることに鑑み、特定地域づくり事業協同組合の認定
その他特定地域づくり事業を推進するための措置等を定めることにより、特定地
域づくり事業を推進し、併せて地域づくり人材の確保及びその活躍の推進を図
り、もって地域社会の維持及び地域経済の活性化に資することを目的とする。

（定義）
第二条　この法律において「地域人口の急減」とは、一定の地域において地域社会
の維持が著しく困難となるおそれが生じる程度にまで人口が急激に減少した状況
をいう。
２　この法律において「地域づくり人材」とは、地域人口の急減に直面している地
域において就労その他の社会的活動を通じて地域社会の維持及び地域経済の活性
化に寄与する人材をいう。
３　この法律において「特定地域づくり事業協同組合」とは、次条第一項の認定を
受けた事業協同組合（中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十一号）
第三条第一号に規定する事業協同組合をいう。以下同じ。）をいう。
４　この法律において「特定地域づくり事業」とは、特定地域づくり事業協同組合
が行う第十条第一項及び第二項の事業をいう。

第二章　特定地域づくり事業協同組合

第一節　認定

（認定）



第三条　地域人口の急減に対処して地域づくり人材を確保するため特定地域づくり
事業を行おうとする事業協同組合は、申請により、当該事業協同組合が第三項各
号に掲げる基準に適合していることにつき、都道府県知事の認定を受けることが
できる。
２　前項の認定を受けようとする事業協同組合は、総務省令で定めるところによ
り、次に掲げる事項を記載した申請書を、次項各号に掲げる基準に適合すること
を証する書類その他総務省令で定める書類を添えて、都道府県知事に提出しなけ
ればならない。
一　名称及び住所並びに代表者の氏名
二　役員の氏名及び住所
三　特定地域づくり事業を行う事務所の名称及び所在地
四　地区
五　事業
六　その他総務省令で定める事項
３　都道府県知事は、第一項の認定の申請をした事業協同組合が次に掲げる基準の
いずれにも適合すると認めるときは、その認定をするものとする。
一　その地区が次のいずれにも該当すること。
イ　一の都道府県の区域を越えない地区であって、かつ、自然的経済的社会的
条件からみて一体であると認められる地区であること。

ロ　その人口規模、人口密度及び事業所の数並びにその経済的社会的状況に照
らし、地域づくり人材の確保について特に支援を行うことが必要であると認
められる地区であること。

二　その行おうとする特定地域づくり事業が次のいずれにも該当すること。
イ　その実施に関する計画が、特定地域づくり事業が適正に行われることを確
保する見地から適当であり、かつ、当該事業協同組合の職員の就業条件に十
分に配慮されていると認められること。

ロ　当該事業協同組合の地区における地域社会の維持及び地域経済の活性化に
特に資すると認められること。

三　その行おうとする特定地域づくり事業を確実に遂行するに足りる経理的及び
技術的な基礎を有すると認められること。
四　その行おうとする特定地域づくり事業並びに当該事業協同組合の職員の住居
及び良好な子育て環境の確保のための取組に関し、当該事業協同組合、当該事
業協同組合の関係事業者団体（農業協同組合、森林組合、漁業協同組合、商工
会議所、商工会その他の事業者を直接又は間接の構成員とする団体のうち、当
該事業協同組合の地区内の事業者を構成員とする団体をいう。）及び当該事業
協同組合の地区をその区域に含む市町村の間の十分な連携協力体制が確保され
ていると認められること。

４　都道府県知事は、第一項の認定の申請をした事業協同組合が第十八条第一項の
規定により同項の労働者派遣事業を行おうとするものであるときは、当該事業協
同組合が前項第三号の基準に適合するかどうかを判断するに当たって、労働者派
遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和六十年法
律第八十八号。同条において「労働者派遣法」という。）第七条第一項第二号か
ら第四号までに掲げる基準を参酌するものとする。



５　都道府県知事は、第一項の認定をしようとするときは、あらかじめ同項の認定
の申請をした事業協同組合の地区をその区域に含む市町村の長の意見を聴かなけ
ればならない。
６　都道府県知事は、第一項の認定をした場合においては、遅滞なく、その旨を申
請者に通知するとともに、その旨並びに当該認定をした特定地域づくり事業協同
組合に係る第二項第一号及び第三号から第五号までに掲げる事項、当該認定の有
効期間の満了の日その他総務省令で定める事項を公示しなければならない。

（欠格条項）
第四条　次の各号のいずれかに該当する事業協同組合は、前条第一項の認定を受け
ることができない。
一　この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反し、罰金の刑に処せられ、
その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から二年を経過しな
い事業協同組合
二　第九条第二項（第二号に係る部分を除く。次号ロにおいて同じ。）の規定に
より認定を取り消され、その取消しの日から二年を経過しない事業協同組合
三　役員のうちに次のいずれかに該当する者がある事業協同組合
イ　この法律又はこの法律に基づく命令の規定に違反し、罰金の刑に処せら
れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から二年を経
過しない者

ロ　特定地域づくり事業協同組合が第九条第二項の規定により認定を取り消さ
れた場合において、その処分のあった日前三十日以内に当該特定地域づくり
事業協同組合の役員であった者で、その処分のあった日から二年を経過しな
いもの

（変更の認定等）
第五条　特定地域づくり事業協同組合は、第三条第二項第四号から第六号までに掲
げる事項を変更しようとするときは、都道府県知事の認定を受けなければならな
い。ただし、総務省令で定める軽微な変更については、この限りでない。
２　前項の変更の認定を受けようとする特定地域づくり事業協同組合は、総務省令
で定めるところにより、変更に係る事項を記載した申請書を、総務省令で定める
書類を添えて、都道府県知事に提出しなければならない。
３　第三条第三項から第五項までの規定は、第一項の変更の認定について準用す
る。
４　都道府県知事は、第一項の変更の認定をした場合においては、遅滞なく、その
旨を申請者に通知するとともに、その旨及び当該変更に係る事項その他総務省令
で定める事項を公示しなければならない。
５　特定地域づくり事業協同組合は、第三条第二項第一号から第三号までに掲げる
事項に変更があったとき又は第一項ただし書の総務省令で定める軽微な変更をし
たときは、総務省令で定めるところにより、その日から起算して三十日を経過す
る日までの間に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。
６　都道府県知事は、前項の規定による届出（第三条第二項第一号又は第三号に掲
げる事項の変更に係るものに限る。）があったときは、その旨及び総務省令で定
める事項を公示しなければならない。



（認定の有効期間及びその更新）
第六条　第三条第一項の認定の有効期間（次項の有効期間の更新がされた場合にあ
っては、当該更新がされた有効期間。以下この条及び第九条第一項第一号におい
て同じ。）は、当該認定の日（次項の有効期間の更新がされた場合にあっては、
従前の認定の有効期間の満了の日の翌日）から起算して十年とする。
２　前項の有効期間の満了後引き続き特定地域づくり事業協同組合として特定地域
づくり事業を行おうとする特定地域づくり事業協同組合は、その有効期間の更新
を受けなければならない。
３　前項の有効期間の更新を受けようとする特定地域づくり事業協同組合は、第一
項の有効期間の満了の日の九十日前から六十日前までの間（以下この項において
「更新申請期間」という。）に、都道府県知事に有効期間の更新の申請をしなけ
ればならない。ただし、災害その他やむを得ない事由により更新申請期間にその
申請をすることができないときは、この限りでない。
４　前項の申請があった場合において、第一項の有効期間の満了の日までにその申
請に対する処分がされないときは、従前の認定は、同項の有効期間の満了後もそ
の処分がされるまでの間は、なお効力を有する。
５　第三条（第一項を除く。）及び第四条の規定は、第二項の有効期間の更新につ
いて準用する。ただし、第三条第二項に規定する書類については、既に都道府県
知事に提出されている当該書類の内容に変更がないときは、その添付を省略する
ことができる。

（認定等の条件）
第七条　第三条第一項の認定、第五条第一項の変更の認定及び前条第二項の有効期
間の更新には、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、特定
地域づくり事業協同組合がその職員をその地区外において事業を行う者の事業に
従事させる場合における地域の限定又は地区外において事業を行う者の利用分量
の総額の制限その他必要な条件を付し、及びこれを変更することができる。
２　前項の条件は、第三条第一項の認定の趣旨に照らして、又は特定地域づくり事
業の確実な実施を図るために必要な最小限度のものに限り、かつ、当該認定を受
ける事業協同組合に不当な義務を課することとなるものであってはならない。

（廃止の届出）
第八条　特定地域づくり事業協同組合は、特定地域づくり事業を廃止しようとする
ときは、総務省令で定めるところにより、あらかじめ、その旨を都道府県知事に
届け出なければならない。

（認定の失効等）
第九条　特定地域づくり事業協同組合について、次の各号のいずれかに掲げる事由
が生じたときは、第三条第一項の認定は、その効力を失う。
一　第三条第一項の認定の有効期間が経過したとき（第六条第四項の規定により
従前の認定がなお効力を有することとされる場合にあっては、更新拒否処分が
されたとき。）。
二　前条の規定による特定地域づくり事業の廃止の届出があったとき。
三　特定地域づくり事業協同組合が解散したとき。



四　特定地域づくり事業協同組合が特定地域づくり事業協同組合以外の中小企業
等協同組合と合併したとき。

２　都道府県知事は、特定地域づくり事業協同組合が次の各号のいずれかに該当す
るときは、第三条第一項の認定を取り消すことができる。
一　偽りその他不正の手段により第三条第一項の認定、第五条第一項の変更の認
定又は第六条第二項の有効期間の更新を受けたとき。
二　第三条第三項各号に掲げる基準のいずれかに適合しなくなったとき。
三　第四条各号のいずれかに該当するに至ったとき。
四　第五条第一項の規定により変更の認定を受けなければならない事項を同項の
認定を受けないで変更したとき。
五　第七条第一項の条件に違反したとき。
六　この法律若しくはこの法律に基づく命令の規定又はこれらの規定に基づく処
分に違反したとき。

３　都道府県知事は、第一項の規定により第三条第一項の認定がその効力を失い、
又は前項の規定により同条第一項の認定を取り消したときは、遅滞なく、その旨
を、厚生労働大臣に通知するとともに、公示しなければならない。

第二節　特定地域づくり事業

第十条　特定地域づくり事業協同組合は、その地区において地域づくり人材が地域
社会及び地域経済の重要な担い手としてその能力を十分に発揮することができる
よう、地域づくり人材がその組合員の事業に従事する機会を提供する事業を行
う。
２　特定地域づくり事業協同組合は、前項の事業のほか、中小企業等協同組合法第
九条の二第一項の規定にかかわらず、その地区で活躍する地域づくり人材の確保
及び育成並びにその活躍の推進のための事業を企画し、及び実施することができ
る。

第三節　監督

（事業計画等）
第十一条　特定地域づくり事業協同組合は、毎事業年度、総務省令で定めるところ
により、特定地域づくり事業に関し事業計画及び収支予算を作成し、都道府県知
事に提出しなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。
２　特定地域づくり事業協同組合は、総務省令で定めるところにより、毎事業年度
終了後、特定地域づくり事業に関し事業報告書及び収支決算書を作成し、都道府
県知事に提出しなければならない。

（報告徴収及び立入検査）
第十二条　都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、特定地域づく
り事業協同組合に対し必要な報告を求め、又はその職員に、特定地域づくり事業
協同組合の事務所その他の事業所に立ち入らせ、特定地域づくり事業の実施状況
若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させること
ができる。


